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ニセコ町は、国にさきがけ 2004年からふるさとづくり寄付事業に取り組んできました。こ
の取り組みは、みなさん一人ひとりの「ニセコ町への想い」を寄付金という形でお受けする
ことによる、新しいまちづくりの参加・応援制度です。2020年度からは、ニセコ町の取り
組みに共感していただける企業様とともに、まちづくりに取り組んできました。これまでの
ご支援に感謝いたしますとともに、今後とも応援くださいますようお願い申し上げます。

ニセコハートラボ 企業版ふるさと納税

ニセコ町は、「環境創造都市」をめざし、環境と景観を基軸
に、町民と行政あるいは民間と行政など多様な主体・多様
な連携のもと、「自ら考え、行動する」持続可能なまちづく
りに向けた取り組みを進めています。また、2001 年に制
定した「まちづくり基本条例」に基づき、「住民参加」と「情
報共有」の２大原則による住民自治のまちづくりを実践し
ています。国から「環境モデル都市」「SDGs 未来都市」に
も選定されており、「豊かな自然景観と環境を将来にわたっ
て守り、継承してゆく」という方針には、日本全国、およ
び海外からも賛同と共感が寄せられています。

片 山 健 也ニセコ町長

ファンが集まる　想いでつくる　ニセコ町は共感をカタチにします
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ニセコミライ（ＳＤＧｓ街区）のソーラーカーポー
トへ豪雪寒冷地での積雪に耐えうる太陽光発電パネ
ルを設置しました。豪雪寒冷地であるニセコ町にお
ける太陽光発電設備普及に向けたモデルケースとな
る取り組みを進めています。

まちづくり会社を中心としたモデル・先導となる環
境を基軸とした多様な連携モデル事業の構築や展開
を行うことで、ニセコハートラボの立ち上げやニセ
コスタンダードの基準をつくることができました。

イオンディライト株式会社／株式会社サンコー／株式会社中澤／ＦＰＬ証券株式会社

本事業にご支援いただけたことで、
脱炭素・再生可能エネルギーへの取
り組みを進めることができています。

ニセコ町企画環境課環境モデル都市推進係

株式会社ニセコまち担当者

ご寄附いただいた支援のおかげでニセ
コハートラボ特設HPを作成するこ
とができました！企業版ふるさと納税
に応援いただいた企業名・企業ロゴも
公表させていただいております。今後
は寄附だけでなく、オフィシャルパー
トナーや人材派遣といったお付き合い
もぜひご検討くだされば幸いです！

ニセコ町企画環境課地域連携係

高気密高断熱住宅や再エネ導入に向け
て、ニセコスタンダード基準を構築し
ました。この基準が後押しとなって、
環境省の地域脱炭素移行・再エネ推進
交付金に採択されました。今後はニセ
コ町全域での脱炭素達成を目指します。

ニセコ町企画環境課環境モデル都市推進係

ご寄附のおかげで、ニセコミライの集合住宅で再生可能エ
ネルギーの活用が始まっています。この事業を皮切りにニ
セコミライ街区内では開発の進行にあわせ段階的に太陽光
自家消費システムを構築していきたいと考えています。

地域振興型再生可能
エネルギー事業

デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社／株式会社中山組
株式会社アイ・ディー・エフ／株式会社アイネス／ホクレン農業協同組合連合会
セコマグループ 株式会社北菱プリントテクノロジー／王子・伊藤忠エネクス電力販売株式会社

ご協力
企業名

実績

１

『共感』がつなぐ多様な
連携による持続可能な
まちづくり推進事業

実績

２

ご協力企業名



国際認証の審査・取得に向けた取り組みや地域事業者の支援、
国際認証に基づく観光プログラムの開発や人材育成を進めた
ことで、グリーンディスティネーションズ　シルバーアワー
ドを受賞し、国連世界観光機関のベスト・ツーリズム・ビレッ
ジに選定されました。

町民や来訪者の方々の「移動の自由」を確保するため、
ボランティアドライバーによる「助け合い交通」、冬期循環
バス「ニセコ周遊バス」を実施しました。「ニセコ周遊バス」
については、過去一番の利用者数となりました。

テレワーク施設（ニセコ中央倉庫群）に「キャンピングオフィ
ス」をテーマとしたテントやキャンプ用の椅子等を導入し、
テレワークやワーケーションの利用促進を図りました。

旅先で納税し、北海道ニセコ町内の加盟店ですぐに使える
電子通貨「NISEKO eumo」が利用できる ë旅納税促進
事業の普及促進のため、パンフレットを印刷しました。

株式会社トヨタレンタリース札幌 株式会社トヨタレンタリース札幌

ご寄附のおかげで、特に訪日外国人の交通問
題を解決することができました。この周遊バ
スが無い時期には、JRニセコ駅前に 20 ～
30名の観光客が交通難民になることもあり
ました。令和６年度も交通問題に向けた課題
解決に取り組んでまいりますので、引き続き
お力添えください！

ニセコ町企画環境課経営企画係

パンフレットの増刷により町内の飲食店や宿
泊事業所に設置を行い、普及促進を図ること
ができました。

ニセコ町企画環境課経営企画係

新たな備品の導入により館内の雰囲気が一新
されました。テレワークを行う上での利便性も
向上し、より多くの方々に当施設を利用して
いただいています。心よりお礼申し上げます。

ニセコ中央倉庫群館長

持続可能な観光地づくりは、未来へ繋ぐ取り
組みです。その大事な一歩一歩を、みなさん
のご支援のもとしっかりと進めています。ご
協力ご支援ありがとうございます。

ニセコ町商工観光課

持続可能な観光地域づくり
（GSTC) 事業

実績

３

ワーケーション推進事業実績

５ ë 旅納税促進事業実績

６

ローカルスマート
交通深化・展開事業

実績

４

ご協力企業名

株式会社 CHINTAIご協力企業名 株式会社リペアサービスご協力企業名

ご協力企業名



その他に、ニセコ町とだけの連携にとどまらず、町内企業とはもちろん、ニセコ町と
つながりの深い企業や団体同士での交流や連携の機会も多く増えていくことも見据え
ています。ニセコ町がきっかけで、さらなる企業や団体間での交流が深まっていくこ
とは、私たちが目指す一つの姿でもあります。

お問い合わせ

ニセコ町連携コーディネーター

その他、将来的なニセコ町への企業進出等のご相
談や町内企業や団体の紹介も行います。

今後、ニセコ町が主催する関係企業や団体との定
期的な交流イベントを実施する中で活動の紹介や
住民や地域企業との交流や意見交換の場も設けさ
せていただきます。

ニセコ町WEB サイトや当サイト、視察対応時の
資料などにおいて、オフィシャルパートナー企業
をご紹介させていただきます。

協定締結後も、企画内容の実施についてニセコ町
及び関係部署、ニセコ町連携コーディネーターを
中心に伴走して支援、協力をいたします。

ニセコ町とオフィシャルパートナー協定を結ばせ
ていただきますので、御社の CSR 活動やブラン
ディングに寄与いたします。

ニセコ町 企画環境課 Copyrights (C) NISEKO Town all rights reserved.

詳しくはホームページをご覧ください。https://nisekoheartlabo.com/
〒048-1595 北海道虻田郡ニセコ町字富士見 55番地 TEL:0136-44-2121 FAX:0136-44-3500

2020年度から、ニセコ町のまちづくりに共感して
いただける企業様とともに、個性あるふるさとづく
りに取り組んでいます。企業様の応援を心からお
待ちしています。

〇現在税制度の適用期間は、令和 2年度から令和
6年度までの 5年間
〇10万円以上の寄附が対象
〇本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外
〇寄附の代償として経済的な利益を受けることは禁止

移住者が多く、多様性が町の魅力の一つでもある
ニセコ町だからこそ、ニセコ町役場にも多様性に
富んだ人材が活躍しています。これまでも積極的
にキャリア採用（社会人経験者）を取り入れるほ
か、企業や団体からの人材派遣や人材交流も積極
的に受け入れております。ニセコ町が目指してい
る持続可能なまちづくりの実際の現場に人材派遣
することで、人材育成の場として活用ができるほ
か、国が推奨する制度を活動することで、企業が
負担する経費負担の支援や税制優遇も受けること
もできます。

ニセコ町を起点に共に創りあげていく
オフィシャルパートナーを募集します

株式会社 ニセコまち
〒048-1501 北海道虻田郡ニセコ町字富士見 168-2

ニセコ町のまちづくりに共感をし、
これからの未来を共創していくパートナーを求めています

３つの関わり方

オフィシャルパートナー

持続可能なまちの未来へ

１.CSR 活動やブランディングに寄与

２. 連携・伴走・支援・協力

３.Web サイト等からパートナーをご紹介

４. 定期的な交流イベント

５. ニセコ町への企業進出等のご相談

オフィシャルパートナーのメリット

企業版ふるさと納税の制度
をご活用ください

多様性がニセコの魅力
企業や団体との人材交流

企業版ふるさと納税の仕組みを活用して、専門的
知識・ノウハウを有する企業の人材の地方公共団
体等への派遣を促進することを通じて、地方創生
のより一層の充実・強化を図ります。

企業版ふるさと納税
（人材派遣型）

地方公共団体が、三大都市圏に所在する民間企業
等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知
見を活かしながら地域独自の魅力や価値の向上等
につながる業務に従事してもらい、地域活性化を
図る取り組みに対し特別交付税措置です。

地域活性化起業人

寄　付 人材派遣


